
令和 7年度精華町年末調整事務等委託業務

プロポーザル実施要領

１ 業務の目的

別添仕様書のとおり

２ 業務の内容

（１）業 務 名

令和 7年度精華町年末調整事務等委託業務

（２）業務の内容

別添仕様書のとおり

（３）委託期間

契約締結日から令和８年３月３１日までとする。

（４）業務委託料の上限額

１，１４４，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限に、本町が

別に定める予定価格の範囲内とする。

３ スケジュール

４ 参加資格

本プロポーザルに参加しようとするものは、次のすべての要件に該当するものと

する。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ないこと。

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てをし

た者にあっては再生計画の認可がなされている者、又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の

認可がなされている者であること。

実施要領の公表 令和７年６月１０日（火）

質問受付期限 令和７年６月１７日（火）まで

質問回答公開 令和７年６月１９日（木）

参加申請書類の提出期限 令和７年６月２５日（水）まで

審査会（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ及びﾋｱﾘﾝｸﾞ審査） 令和７年７月１０日（木）

審査結果通知及び委託事業者内示 令和７年７月中旬



（３）国税（法人税又は所得税及び消費税をいう。）を完納していること。

（４）物品等の供給（物品の製造の請負、売買、賃借及び印刷製本の業務をいう。）及

び役務の提供に関する精華町入札参加資格を有していること。

（５）精華町暴力団等排除条例（平成２３年精華町条例第３０号）第２条第４号に規

定する暴力団員でないこと。

（６）企画提案募集に係る公告の日から優先交渉事業者の選定の日までの期間に、精

華町又は京都府の指名停止措置を受けていないこと。なお、指名停止措置に至っ

たときは、必ず申し出ること。

５ 審査資料の提出等について

審査資料について

提出締切：令和７年６月２５日（水）１７時必着（郵送可）

提出場所：精華町 総務課 人事係

提出書類：提出書類③については正本１部、副本５部を作成し提出するこ

と。

①参加申込書（様式第１号）

②参加申込受付票

③企画提案書（任意様式）

④会社概要（任意様式）

⑤見積書及び内訳書（任意様式）

※見積書の宛名は「精華町長 杉浦 正省」とすること。

６ 企画提案書の作成について

体裁は原則としてＡ４判（Ａ３判の折込みも可）とし、縦横は問わないが横書き

とする。枚数の制限はしないが、要点を簡潔にまとめて作成すること。

７ 審査について

（１）ア 審査方法

提出書類は、本町において、プレゼンテーションを実施し、総合的に評価し、

優秀であると認められた者を選定する。プレゼンテーションは企画提案書のみ

を使用するものとする。

イ 審査基準

① 審査項目・配点



② 審査項目ごとの採点基準

・提案見積書

最低見積価格／当該業者の見積価格×２０点

※小数点以下切り捨て

※見積価格が予定価格を超過した場合は、選考から除外する。

（２）審査結果の通知

審査の結果は、参加者すべてに文書により通知する。

（３）優先交渉権者の決定

審査の結果、最も評価の高かった者を優先交渉者とし、契約締結に向けて交

渉する。

交渉の結果、契約の締結に至らなかった場合、次点の業者を優先交渉者とする。

（４）参加する企画提案者が 1社の場合でも審査を実施し、最低基準点（得点が満点

の 6割）以上の場合には優先交渉権者として選定する。

審査書類 審査項目 配 点

企画提案書

（８０点）

１ 会社概要 １０点

２ 業務実績 １０点

３

企画内容

本業務の実施にあたり、適切なスケジュール

を提案できているか。
１０点

４ 職員、事務担当者向けの操作マニュアルは適

切に提供されそうか。
１０点

５ 申告内容の入力方法について、職員に対して

分かりやすい方法となっているか。
１０点

６ 申告内容の確認及び照査方法について、十分

な仕組みの提案があるか。
１０点

７ 事務担当者からの問い合わせに対応するた

めの十分な体制についての提案があるか。
１０点

８ 個人情報保護、セキュリティ対策について対

策できているか。
１０点

提案見積書

（２０点）

９ 見積価格 ２０点

配 点
特に優れ

ている

優れて

いる
普 通 やや劣る 劣 る

１０点の場合 １０ ８ ６ ４ ２



８ プレゼンテーションについて

（１）日 時：令和７年７月１０日（木）１４：００～

（貴社のプレゼンテーション開始時間は FAX等で追って連絡する）

（２）場 所：精華町役場 ５階 行政委員会室

①説明２０分、質疑１０分のおよそ３０分とする。

②出席人数は３人までとする。

９ 質疑について

質疑がある場合は期限までにＦＡＸでのみ照会するものとする。（様式は任意）

（１）期限 令和７年６月１７日（火）１７時まで

（２）照会先 精華町 総務課

（３）回答は令和７年６月１９日（木）に本町のホームページに公開するものとする。

１０ 契約手続

（１）選定した優先交渉事業者と町とが協議し、本業務に係る仕様を確定させたうえ

で、契約を締結する。

（２）仕様書の内容は、提案された内容が基本となり、契約額は、原則として価格提

案書（見積書）の金額に１００分の１０に相当する金額を加算した金額（この金

額に１円未満の端数が生じた時は、その端数金額を切り捨てる。）によるものとす

るが、優先交渉事業者と町との協議により必要に応じて内容を変更したうえで、

委託上限額の範囲内で契約を締結するため、契約額は価格提案書（見積書）の金

額に１００分の１０に相当する金額を加算した金額（この金額に１円未満の端数

が生じた時は、その端数金額を切り捨てる。）と同じになるとは限らない。業務内

容の変更、業務量の増減等がある場合は、改めて見積書の提出を依頼する。

（３）選定した優先交渉事業者と町との間で行う仕様の詳細事項について、協議が整

わない場合や特別な事情等により契約を締結しない場合は、評価結果において総

合評価点が次に高い提案者（最低基準を満たした者に限る）と協議を行うことと

する。

１１ その他

（１）企画提案に要する経費については、提案者負担とする。

（２）提案のあった企画提案書等については、審査結果にかかわらず返却しない。

（３）提出書類について、郵送などの持参以外の方法による場合の不達、遅配を原因



として参加事業者に不利益が生じたとしても、本町はその責任を負わない。

（４）提出書類等は審査及び説明のため写しを作成し使用することができる。

（５）提出書類等は提出期限を過ぎた後の書類等の追加、修正、差し替え、再提出は

いっさい認めない。

（６）本プロポーザルにおいて使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、

日本の標準時及び計量法に定める単位とする。

（７）審査の経緯及び結果についての異議の申し立ては受付けない。

（８）会社の業務実績等を事実確認するため、追加資料の提出を求める場合がある。

（９）都合により辞退される場合は、審査会の実施日２日前までに辞退届（様式第２

号）を総務課まで提出(郵送可)すること。


